
論文 断層変位を受けるコンクリート連続桁橋の耐震対策案について   
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要旨：ＰＣ連続桁橋において，３種類の異なった橋種における静的非線形解析を行い，地震

時挙動の確認と耐震対策の検討を行った。その結果，耐震対策として簡易評価図表による橋

種選定方法の提案，構造的に弱点となる部位にはじん性向上を配慮することや，地震時発生

曲げモーメントの低減，あるいは発生曲げモーメントに抵抗する地震時構造系変化案などを

考案した。 
キーワード：耐震対策，断層変位，簡易評価法，じん性の向上，地震時構造系変化 

 
1. はじめに 

我が国では兵庫県南部地震発生以後，土木構

造物の耐震対策規準等が見直しされているが，

断層変位に関する対策は未だ橋梁には施されて

いないのが現状である。 

1999 年のトルココジャエリ地震，1999 年の台

湾集集地震などで生じた土木構造物に多大な被

害を及ぼす地震時の断層変位を考慮した橋梁計

画も必要である。 

本論文では，断層変位に対する耐震対策案を

検討するに当たり，まずコンクリート連続橋の

地震時挙動を明確にしておく必要があるため，

各種連続桁橋モデルに対して断層変位を想定し

た静的非線形解析を実施した。さらに，コンク

リート連続桁橋の耐震対策案を提案した。 

 

2. 解析の概要  

(1) 連続桁橋と解析結果 
図-１に解析モデル対象橋梁の諸元，および参

考として，図-２に材料非線形モデルの曲率－曲

げモーメント概略図を示す。なお，図-２(b)に

おいて，下部構造の負側は正側と対称形である

ことから省略した． 

また，図-３に断層の種類と変位入力方向の関

係を示す。解析では，橋軸直角方向変位Ｙは「ず

れ断層」として，橋軸方向Ｘ（＋）と鉛直方向

Ｚ（－）の関係，および，橋軸方向Ｘ（－）と

鉛直方向Ｚ（＋）の関係は各々「正断層」「逆断

層」として想定した。 

A 橋（PC6 径間連続合成桁橋），B 橋（PC3  

径間連結ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝ方式中空床版橋），および，Ｃ

橋（PC7 径間連続場所打中空床版）の３種類の

連続桁橋モデルにおける，断層変位挙動を想定

した静的非線形解析結果から，以下の所見を得

た。 
 a)損傷を受ける部位の断面力は，軸力やせん

断力より曲げモーメントが支配的である。 

b)橋脚高が高い程，断層変位に対して有利で

ある。 

c)断層位置を介して橋脚相互に相対的な鉛直

方向変位を生じる場合では，上部構造が下部構

造より先に大きく損傷を受ける。 

d)Ｂタイプ沓（今回は水平力分散沓）が用い

られている C 橋では，水平橋軸・鉛直方向断層

変位に対して，支承部より先に橋脚・上部構造

が終局に至った。
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(a)Ａ橋（PC6径間連続合成桁橋） 

側面図                                                              上部構造断面図 

 

 
 
 
 
 
 

(b)Ｂ橋（PC3径間連結方式中空床版橋） 

              側面図                    上部構造断面図 

 
 
 
 
 
 
 

(c)Ｃ橋（PC7径間連続場所打中空床版橋） 

 

※  で囲んだ橋脚基部（フーチング下端）を変位させる。 

図-１ 解析対象橋梁諸元図 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 上部構造   (b) 下部構造（橋脚） 

図-２ 曲率－曲げモーメント概略図 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-３ 断層の種類と変位入力方向の関係 
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e)上部構造・橋脚に着目し，断層変位挙動に

対する耐震性能を高いほうから順に示すとA橋，

B 橋，最後に C 橋の順となった。 

 

(2) 耐震性能に関する簡易評価図 

橋梁の種類は，PC 橋・鋼橋および複合構造橋

梁等様々であり，各橋種における耐震性能評価

方法として簡易評価図法を提案する。図-４に解

析結果を用いた部材降伏時における簡易評価図

（案）を示す。 

橋梁の耐震性能を評価するには，上部・下部

構造はもとより，支承・落橋防止構造等付属物

の耐震機能も考慮する必要がある。すなわち、

Ｘ軸、Ｙ軸方向は下部構造の降伏変位を、Ｚ軸

方向は上部構造の降伏変位を示す。しかし，す

べての構造を検討対象とすれば，結果が煩雑に

なるばかりでなく橋種に対する評価も不明確な

ものとなるため，以下に示す例では付属物等を

除く上部・下部構造のみ性能評価対象とした。 
図-４において８面体形状寸法の大きさが断

層変位耐震性能を示し，前項に示した解析結果

からの所見 e)である「耐震性能の高さは A,B，

C 橋の順となる」ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) Ａ橋（降伏時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Ｂ橋（降伏時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (c)Ｃ橋（降伏時） 

図-４ 簡易評価図（案） 

 

なお，図-４のＸ（橋軸）方向とＹ（橋軸直角）

方向の水平変位性能は下部構造の脚とフーチン

グ付け根部において，Ｚ（鉛直）方向の変位性

能は上部構造において，発生曲げモーメントの

部材抵抗曲げモーメントに対する照査を行った

結果から，橋梁の断層変位性能を評価したもの

である。 

 

3. 耐震対策案 

(1) 簡易評価図を用いた橋種の選定 

橋梁架設計画においては，地震ハザードマッ

プ等の使用により事前に断層位置の確認や過去

の地震規模の調査を行い，橋梁設計に適切な地

震対策を配慮する必要がある。 

米国では，架設する橋梁ごとの重要度や架設

する地域の活断層規模（サイト特性）に応じて，

耐震対策が考慮された設計がなされている 3）。 

前項 2.(2)に示したような，簡易評価図の利

用による地震規模に対する適切な橋種の選定も

耐震対策の一つといえる。 

以降は，「適切な橋種の選定」のほかに，PC

連続桁橋を対象とした断層変位に対するいくつ

かの耐震対策について提案する。 

 

(2) じん性の向上 

予め橋梁の断層変位に対し弱点となる部位の

じん性を高めておく対策案が考えられる。 

Ａ，Ｂ，Ｃ橋解析結果のうち，比較的耐震性

能の低いＣ橋を例に対策案を示す。図-５に，図
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-１(c)に示した断層位置における で囲まれた

橋脚基部の，鉛直方向上向き変位による上部構

造の発生曲げモーメント分布図を示す。 

図-５中に示す↑↑↑↑方向の鉛直変位量が増加す

るにしたがい，断層位置に最も近い左右の上部

構造支点位置において正・負曲げモーメントが

卓越し，鉛直変位 0.4m 程度で降伏している。 

図-６に示すように断層位置左右の支点位置

付近における上部構造のじん性を高めることで，

断層変位に対し有利な構造になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-５ Ｃ橋の発生曲げモーメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-６ 断層変位対策案１ 

 

(3) 地震時の構造系変化 

地震動には，水平地震動はもとより鉛直変位

をともなう地盤の断層変位挙動がある。 

 橋梁の任意径間に断層位置がある場合，図-

５に示したように断層位置左右の上部構造支点

位置付近で正・負曲げモーメントが卓越する。

したがって，連続桁橋における断層変位対策に

ついては，地震時に上部構造が連続化から単純

化に近い構造に変化でき，且つ，落橋防止機能

が保てればよいと考えられる。 

単純化に近い構造とは，着目する上部構造支

点位置において，地震時にせん断力は左右径間

で伝達するが曲げモーメントは伝達しない構造

を意図する，いわゆるヒンジ構造と考える。 

連続桁橋としての利点については，「橋面の

連続性により走行性がよく，騒音公害等が軽減

されること」，「中間支点での橋体の連続性によ

り落橋防止機能があり，多径間単純桁橋にくら

べ水平地震動に対する耐震性能が高いこと」が

挙げられる。 

図-７は，地震時に構造系が変化する主桁分離

位置（ゲルバーヒンジ部）へ供用時の橋面連続

性を考慮した舗装内伸縮装置を，および耐震機

能として落橋防止構造（油圧ダンパー付き）と

免震沓の設置を提案したものである。断層変位

に対してはゲルバーヒンジ部の主桁分離により

図-７(b)に示すように鉛直方向変位に追随でき

る構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地震前 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地震時 

図-７ 断層変位対策案２ 

 

参考のため，図-８にゲルバーヒンジ部の構造

案を示す。 
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支承により対処する。また，ゲルバー桁の落橋

防止機能は回転オイルダンパーに機能併用する。  

水平地震動と断層変位に対する制震・免震構

造を考慮した案である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-８ ゲルバー部制震構造案 

 

(4) 犠牲部材の活用 

予め地震時に主部材の致命的な破壊を免れる

ように，犠牲的な構造・部材を配置しておく案

である。米国では，鋼製橋脚の主部材である支

柱に，犠牲部材として小さい耐荷力の横梁を配

置し，橋軸直角方向地震動に対して主部材の破

壊を免れる配慮がなされた例もある 3）。 

Ｃ橋解析結果である図-５の鉛直変位による

発生曲げモーメント分布性状を考慮して，図-

９に犠牲部材配置構造（案）を示す。 

図-９(a)に示すように，地震時には主桁の変

形，反力の移行などからＢ橋脚上支点を構成す

る犠牲部材が破壊する構造である。 

上部構造の施工時には，図-９(b)に示すよう

に，予め破線で示すように主桁側面を凸形状に

製作し，鋼材ｂを緊張・定着することにより，

図-９(c)に示す曲げモーメントを発生させる。

この発生した曲げモーメントにより，Ｂ橋脚付

近で主ケーブルの主桁下縁側に沿った配置が可

能となり（図-９(a)状態１），プレストレス等に

より地震時発生曲げモーメントに抵抗する。 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 地震時 

 

 

 

 

 

 

(b) 地震前 

  

 

 

   

(c)  施工時の発生曲げモーメント 

図-９ 犠牲部材配置構造（案） 

 

さらに，地震時に鋼材ｂを切断することで（図

-９(a)状態２），図中矢印Ｂの方向に施工時に与

えた上部構造変位が戻り，図-９(c)の施工時に

発生させた曲げモーメントとは逆の曲げモーメ

ントが作用し，地震力に対して抵抗する構造で

ある。 

ただし，図-９に示した案では，破壊後の犠牲

部材等による２次的災害が発生しないように配

慮する必要があり，また，過去の地震記録・現

地調査などから，地震時挙動を特定できる場合

に提案できるものと考える。 

 

(5) 復旧を考慮した耐震構造 

図-10 には，復旧を考慮した橋台部の耐震構

造案を示す。 

地震時上部構造変位に対して，橋台と主桁端

部間（遊間）の開きに対しては，橋座幅を広く

して上部構造けたかかり部を長くし，また，遊

間の閉じに対しては，パラペット背面に空間を
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設けて上部構造変位を吸収できる構造とする。  
遊間の開きに対する早期復旧としては，土砂

等の遊間への投入により，閉じに対しては，パ

ラペット背面の渡版の移動により，被災後も早

期に車両通行できる構造とする案である。 
橋梁の重要度にともなう耐震設計規準，耐震

対策では，図-10 に示す早期復旧への配慮も必

要であると考える。 

 

 

 

 

(a) 地震前 

 

 

 

 

 

(b)地震時遊間の開き (c)地震時遊間の閉じ 

図-10 橋台部早期復旧構造 

 

 4. 耐震設計規準案についての考察 

 明確化された地震地域特性（サイトマップ）

から橋梁耐震性能の要求レベルに応じて，ＰＣ

橋種の選定，パラストレッシングシステム化さ

れた高耐震構造計画とするなど，断層変位を考

慮した橋梁計画は多種・多様になるものと推測

される。 

耐震設計規準には，橋梁の重要度・サイト特

性・耐震対策を考慮した耐震補強構造に関する

ものに，さらに被災した橋梁の復旧に関しても

計画する配慮が必要である。米国の耐震設計規

準では，地震規模と重要度が考慮された対象地

震レベルに対する要求性能として，具体的に交

通開放時期や補修・補強期間などの復旧対策基

準が設けられていて，さらに断層破壊に対する

基準も示されている 3）。 

予め橋梁設計時に，地震後復旧対策も検討し，

耐震設計規準も要求性能レベルに応じた復旧対

策を明記する必要があると考えられる。 

5. おわりに 

今回は，限られた橋種数の解析結果および関

係する文献をもとに，連続桁橋の耐震性能の確

認から地震対策案等の検討を行った。地域特性

に応じ断層変位を考慮した耐震性能・要求レベ

ル等が明確化された後も，要求レベルに応じた

橋種選定データの作成や有効な耐震対策の提

案・開発など残された課題は多い。本研究が今

後のさらなる研究の一助となれば幸いである。 
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